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The continence self-management programme fee (CSPF) for hospitalized patients was revised in 2020 to

include those receiving consistent care on an out-patient basis. We extracted candidate patients for CSPF

on an out-patient basis (out-patient candidates hereafter) from those for whom-CSPF had been calculated

during hospitalization at our hospital, and defined those who had undergone a medical examination related

to continence care as out-patient calculation candidates. Of the 956 patients for whom CSPF had been

calculated during hospitalization, 482 patients (50%) were out-patient candidates ; 275 (54%) and 169 (33%)

of whom were seen in the urology and neurosurgery departments, respectively. Of the 482 out-patient

candidates, 238 (49%) were out-patient calculation candidates ; 197 (83%) and 14 (6%) of whom were seen in

the urology and neurosurgery departments, respectively. Forty-two and 41 of the calculation candidates

were cases of benign prostatic hyperplasia and bladder cancer, respectively. The CSPF was actually

processed 93 times for 78 of the 482 out-patient candidates (16%). There were various obstacles in the

current system of calculating the fees to realize consistent care from hospitalization to out-patient care.

(Hinyokika Kiyo 68 : 81-85, 2022 DOI : 10.14989/ActaUrolJap_68_3_81)
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緒 言

2016年度に新設された排尿自立指導料1)は，対象が

入院患者に限定されていたため，退院後のケアに結び

つかないという問題があった．2020年度の改定で外来

排尿自立指導料が2)保険収載された．外来排尿自立指

導料は，入院中に排尿自立支援加算を算定されていた

患者の中で，退院後も継続的な包括的排尿ケアの必要

があると認められた患者に適応となる．今回の保険収

載により，入院中から外来まで一貫したケアが実現さ

れることになった．そこで，当院の入院中に排尿自立

支援加算を算定した症例のうち，外来排尿自立指導料

の算定対象と考えられた症例を抽出し，対象患者の詳

細や実際の算定状況，さらに問題点について検討し

た．本指導料の算定状況に関する報告は非常に少な

く，算定における問題について検討した報告はわれわ

れの報告のみであり，初の報告と思われた．

対 象 と 方 法

2020年 4月から2021年 7月までの 1年 4カ月間に当

院で入院中に排尿自立支援加算を算定した症例のう

ち，外来排尿自立指導料の算定対象と考えられた症例

を抽出した．原因疾患などの背景について検討し，続

いて対象患者の外来受診状況や排尿ケアに関する介入

状況について検討した．外来で排尿ケアに関連する診

察を行っていた症例を“算定該当者”と定義し，診療

科別割合，疾患の内訳や診察回数などについて検討し

た．次いで実際に外来排尿自立指導料を算定できた症

例に関しても同様に検討した．なお，算定対象症例の

抽出は排尿ケアカンファレンスで行い，尿閉，100 ml

以上の残尿，尿失禁いずれかを認めた症例を主な基準

とし，早期退院により入院中の評価が十分行えなかっ

た症例も対象とした．また，外来排尿自立指導料を算

定できた症例は，排尿自立支援加算を算定した施設

（黒沢病院）の外来で診察を行った．
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Fig. 1. 排尿自立支援加算算定数と外来排尿自立指導料対象者数の比較
排尿自立支援加算算定数と外来排尿自立指導料の対象者を，科別に比較した．482例
50％が外来排尿自立指導料算定対象と判断された．診療科の内訳は，泌尿器科54％，
脳神経外科33％などであった．外来での継続介入が必要と判断された率を科別に検討
すると，泌尿器科が61％と最も多く，脳神経外科は46％であった．

泌62,08,0◆-2

Fig. 2. 外来排尿自立指導料対象者数と“算定該当者”数の比較
外来排尿自立指導料対象者数と“算定該当者”数を，科別に比較した．238例49％が
“算定該当者”と考えられ，診療科の内訳は，泌尿器科83％，脳神経外科 6％などで
あった．“算定該当者”と考えられた率は，泌尿器科が72％と多い一方で，脳神経外科
は 8％にとどまった．

当院の診療体制と今回の検討の目的 : 当院は泌尿器

科と脳神経外科を中心とした専門病院であり，入院と

救急は黒沢病院，外来と人間ドックは黒沢病院附属ヘ

ルスパーククリニック（ヘルスパーク）で診察する体

制となっている．すなわち届け出上入院施設と外来施

設は別施設の扱いとなる．日常臨床は同一医療機関と

して診療を行っているが，入院中に排尿自立支援加算

を算定した患者をヘルスパークで継続してケアを行っ

ても外来排尿自立指導料を算定できないことになる．

そこで，今回は外来排尿自立指導料を算定した，すな

わち黒沢病院で排尿ケアに関連する診察を行った症例

だけではなく，ヘルスパークで排尿ケアに関連する診

察を行っていた症例を含めて“算定該当者”と定義

し，検討を行った．

結 果

入院中に956例の排尿自立支援加算を算定し，うち

482例50％が外来排尿自立指導料算定対象と判断され

た．診療科の内訳は，泌尿器科275例54％，脳神経外

科169例33％などで，算定対象と判断された率は，診

療科別に泌尿器科61％，脳神経外科46％などであった

（Fig. 1）．“算定該当者”とされたのは238例（49％）

で，診療科の内訳は，泌尿器科197例83％，脳神経外

科14例 6％，その他11％で，“算定該当者”と判断さ

れた率は，診療科別に泌尿器科72％，脳神経外科 8％

などであった（Fig. 2）．“算定該当者”にならなかっ

た理由は，他院に転院が114例47％と最も多く，来院

なし67例27％，他科受診するも泌尿器科受診なし63例

などであった（Fig. 3）．“算定該当者”と判断された
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Fig. 3. 外来排尿自立指導料“算定該当者”に
ならなかった理由
外来排尿自立指導料“算定該当者”に
ならなかった理由を検討し，内訳を示
した．他院に転院となったため，継続
介入ができなかった例が47％と最も多
く，退院後当院受診がなかった例が
27％，他科受診はあるも当科受診がな
かったのが26％となっていた．

泌62,08,0◆-4

Fig. 4. 外来排尿自立指導料“算定該当者”の疾患内訳と算定回数
“算定該当者”の疾患の内訳は，前立腺肥大症42例，膀胱癌41例，尿路感染症26
例，前立腺癌30例などで，排尿ケアに関連する診察を行った回数（算定該当回数）
は 1回118例， 2回86例， 3回以上34例であった．算定該当回数 3回以上の疾患の
内訳は，前立腺肥大症 8例，腹圧性尿失禁 5例，間質性膀胱炎 3例などであった．

症例の疾患の内訳は，前立腺肥大症42例，膀胱癌41

例，前立腺癌30例，尿路感染症26例，尿路結石24例，

脳梗塞12例，鼠径ヘルニア 5例などで，排尿ケアに関

連する診察を行った回数（算定該当回数）は 1回118

例， 2回86例， 3回以上34例であった．算定該当回数

3回以上の疾患の内訳は，前立腺肥大症 8例，腹圧性

尿失禁 5 例，間質性膀胱炎 3 例，前立腺癌，膀胱結

石，脳梗塞 2例などであった（Fig. 4）．外来排尿自立

指導料を実際に算定できたのは78例（16％）93回で，

診療科の内訳は，泌尿器科49例63％，脳神経外科12例

15％，その他17例22％であった．算定症例の疾患の内

訳は，尿路感染症14例，膀胱癌13例，脳梗塞10例，尿

路結石 9例，鼠径ヘルニア 4例などで，算定回数は 1

回67例， 2 回 9 例， 4 回 2 例であった．算定できな

かった理由は，受診日が合わないが227例56％と最も

多く，他院転院116例29％，来院なし61例15％などで

あった．

考 察

排尿自立指導料1)は2016年度の改定で新規に保険収

載され，入院患者に対して設けられた．診療報酬は

200点で，週 1回，最大 6回まで認められる．また，

2020年度の改定で新設された排尿自立支援加算は，算

定期間の上限が 6週間から12週間に延長された2)．そ

して，入院中以外の患者を対象とする外来排尿自立指

導料2)も保険収載され，入院中から外来まで一貫した

ケアが実現されることになった．排尿ケアは急性期だ

けでなく，急性期を脱した患者にも引き続き必要であ

ることは以前からも指摘されていた．これらの算定条

件の緩和・拡大は，改善までにある程度の期間を要す

る排尿ケアの特性から考えると，適切な流れと思われ

た．

外来排尿自立指導料は，○1排尿ケアチームが対象患

者の評価などを行い，○2その患者を診察する医師また

は医師の指示を受けた看護師などが，排尿ケアチーム

と共同して包括的排尿ケアの指導または援助を行うこ

とで算定が可能となる2)．実際に行うケアの内容は，

従来の排尿自立指導料で行っていた排尿ケアを外来で

継続することを想定している．しかし，外来では患者

の在院時間は短いため，入院時のような病室への訪問

や，病棟看護師からの状態の聴取はできない．そのた

め，患者が受診した診療科の外来にチームが訪問す

る，あるいは泌尿器科外来などの所定の場所にチーム

の看護師などが滞在し，他科の患者も受診するような
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運用を検討する必要がある3)．一方，当院の診療体制

で考えると，前述した通り入院は黒沢病院，外来はヘ

ルスパーク，すなわち別施設となっている．実際の診

療は同一医療機関として行っているが，届け出上は別

施設となっている．A病院で排尿自立支援加算を算定

し，退院後は B病院の外来で包括的排尿ケアを行った

場合に， B病院で外来排尿自立指導料は算定できるの

かという点は明確な記載がないが，外来指導は同じ医

療機関で一貫して行うことを想定していると思われ

る3)との報告より，現在の解釈では，通常の外来診療

では算定できないことになる．このように算定の解釈

において不明瞭な部分があり，疑問点が散見された．

そこで，当院で入院中に排尿自立支援加算を算定した

症例を用いて，外来排尿自立指導料の算定対象と考え

られた症例を抽出した．外来排尿自立指導料算定患者

の概要を把握することを目的に，外来で排尿ケアに関

連する診察を行っていた症例を“算定該当者”として

抽出し，診療科別割合，疾患の内訳や介入回数などに

ついて検討した．その後実際に外来排尿自立指導料を

算定できた症例に対して同様に検討した．本指導料の

実際の算定状況について検討した報告はわれわれの報

告を含めて少なく4~8)，問題点について検討した報告

は，われわれが調べた限りではほぼ見られず4~6)，初

の報告と思われた．

排尿自立支援加算を算定した956例のうち，50％が

外来排尿自立指導料算定対象と判断された．診療科の

内訳は，泌尿器科54％，脳神経外科33％などで，算定

対象と判断された率は，泌尿器科61％，脳神経外科

46％などであった（Fig. 1）．当院は泌尿器科と脳神経

外科を中心とした医療機関のため，双方の診療科の算

定数が多いことは予想通りの結果であった．泌尿器科

は手術後早期退院となる症例が多く，継続介入が必要

な症例が多かったためと思われた．また脳神経外科

は，入院期間が長期のために排尿自立し介入終了する

症例が見られること，また回復期病院などへ転院する

症例が多いことが原因と考えられた．“算定該当者”

と考えられたのは49％で，泌尿器科と比較して脳神経

外科は診療科の内訳，該当率とも大幅に減少していた

（Fig. 2）．“算定該当者”にならなかった理由は，他院

に転院が最も多く，来院なし，他科受診するも泌尿器

科受診なしなどであった（Fig. 3）．他院転院は，急性

期病院における算定上の問題として，以前から議論さ

れており，予想通りの結果であった．来院なしは，遠

方から救急搬送された患者は通院自体が困難なこと，

家族や施設職員の協力が得られなかったことなどが関

係していた．他科受診するも泌尿器科受診がなかった

のは，排尿ケアチームが対象患者の受診動向の把握が

不十分であったことや外来スタッフとの連携不足が関

係していたと思われた．“算定該当者”の疾患の内訳

は，泌尿器科疾患が多くを占め，脳神経外科疾患は脳

梗塞12例と少なく，一方で鼠径ヘルニアが 5例見られ

た（Fig. 4）．鼠径ヘルニア症例が少数ながら見られ，

下部尿路機能障害による長期の腹圧排尿が存在してい

た可能性が考えられた．泌尿器科疾患が多い点は，中

瀬ら8)と同様の傾向だが，脳梗塞と鼠径ヘルニア症例

が見られる点に違いが見られた．算定候補回数 3回以

上の症例が34例見られ，疾患の内訳は，前立腺肥大

症，腹圧性尿失禁，間質性膀胱炎などであった．泌尿

器科は手術後早期退院となり，継続介入が必要となる

症例が多く，さらに下部尿路症状を訴えることが多い

疾患が大部分を占めていた．実際に外来排尿自立指導

料を算定できた数は78例（16％）93回で，泌尿器科疾

患が大部分を占めた．算定できなかった理由は，受診

日が合わないが56％と最も多く，他院転院29％などで

あった．泌尿器科疾患は外来主治医がヘルスパークで

対応しており，診察内容が重複すること，排尿ケア担

当医と曜日を含めた日程調整が困難だったことが原因

となっていた．脳神経外科疾患は算定対象の約70％が

他院に転院となっており，当院の受診者数が少ない原

因となっていた．以上のように，当院全体で算定数が

増加しないのは，病院と外来が別施設とされ，現状の

解釈では，通常外来を受診しても算定できない点が主

な原因と思われた．

排尿自立支援加算の算定数は順調に増加している

が，外来排尿自立指導料の算定数は伸び悩んでいた．

そのため，今回は“算定該当者”を用いて外来排尿自

立指導料の実際を検討した．症例数，介入回数とも泌

尿器科疾患が大部分を占め，脳神経外科疾患は少数に

とどまった．また，介入を必要とした鼠径ヘルニア症

例も数例見られた．当院のように，入院と外来が別施

設となっている医療機関では外来排尿自立指導料を算

定できないと言う解釈が，算定における障壁になって

いた．急性期病院から回復期病院などに転院した先で

の算定に関する問題点は議論されていたが，入院と外

来が別施設になっている医療機関における問題点は現

段階では議論されていない．入院中から外来まで一貫

したケアを実現するためには，解釈の検討が必要と思

われた．

結 語

黒沢病院で排尿自立支援加算を算定した症例のう

ち，外来排尿自立指導料の算定対象と考えられた症例

を抽出し，算定状況，問題点について検討した．入院

中から外来まで一貫したケアを実現するためには，算

定できる医療機関の解釈など様々な問題がまだまだあ

ると思われた．
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おける外来排尿自立指導料の現状と課題．日老泌

会誌 34 : 130，2021

(Accepted on November 13, 2021)
Received on April 19, 2021

曲，ほか : 排尿自立支援加算・外来排尿自立指導料・下部尿路症状 85




